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市 場 機 構 と 政 治 機 構

外 部 性 を 中 心 に -

関 谷 登
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I V .結'

それによって社会システムにおいて市場機溝の解決 

に任せておくべき領域と，政治機溝によって解決す 

ぺき領域とめ範の決定に役立てようとするものでfc  
る。

といっても，総ての問題について一義的に各々の領 

域を決走しようとすることは不可能であるから，ここ 

では，今日重要な問題となっている外部性に焦を当 

てて，上記の問題を考えて見ることにする。

n 外部性の認識とその解決

序

従来，厚生経済学者達は，市場の "失敗"あるいは 

*•欠落，’ の事例として， 収獲逾増， 不確実性，資源の 

移動等についての摩摄ゃ情性，外部性，公共財の存在 

等を明らかにすることによって，何らかの集合的行勘 

(政治機の必要性が証明されたと考えてきた。しか 

し現実には，染合的行励には種々の費用が伴い，政 

'冶機構には多くの非効率を生み出す要因が存在する。 

とすれば， 我々は， 市場の失敗（欠落）の事例を举げ 

ただけでは，集合的行動（政治機偶）の必要性が証明さ 

れたとは言えないことになる。

そこで，我々は，不完全な二つの機構，市場機構と 

政治機構との間の選択をせまられることになる。この 

小論の主たる0 的は，こうした選択の手担 "̂りを与え，

1 P i g o u 的伝統とその問題点 

ん M a rsh a ll,特 に ん C. P ig o u以来，経済学者は，

市場効率を損うものとして，生産，消費におけろ外部 

性の存在を認識していた。即ち，外部性は，純粋競争 

の静態理論におけろS •本的な欠陥であった。それは， 

私的決定が，意思決定者以外に何らかの影響を与える 

時，効率のための他の条件が満たされていろ時でさえ, 
最適産出量が達成され得ないということである。

P ig o uは’ その薪 "厚生経済学" (The Economics of 
W elfare)の中で，このような外部性の存在，即ち，限 

界社会的純生産物と限界私的純生産物との乖離の可能 

性を指摘し，その解決のための方策を示している。

彼によれぱ，競ホのもとでそのようなSTe離が生ずる 

のは, 財，サービスの生産から生じる公あへの補償:さ 

れな、、利益ある、は損失がある場合であろという。

注（1 ) この小論で政府もしく t文政治機構という時，公益の源驳としてのそれを考えているのではない。それは，単に個々人 

(市ほ) の利密を調盤するプロセス（processes)であり, 個々人(Tfi民)の週択を社会的決足に変換するプロセスであると 

考える。それ故，政府，政沿機{あ政め過® という語は同義に川いられている。

( 2 ) 同様のII脆 iほ識は，Buchanan, T u llock〔13〕，C oaso〔22〕，E ck ste in〔34X T u llo ck〔72〕。
( 3 ) 外部性の義あるいは分®iについては，B a to r〔3〕，Buchanan, Stubblebine〔14〕，C oase〔22), Davis, Whinston 

t24), M eade〔50J, M ishan〔51；), Scitoveky〔6 4 ) 等を参照。公省は明らかにここで言う外部性としてとらえることが 

できるが，いわゆるい公害 J は分析の対象とはしていない。それは乎段の選択を論ずべきil腿ではないと者えるか 

らである„
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ホ場機構と政治機もち

そして，このような乖離が存在する堤合には，結局 , 
次のような結果になるという。 もし限界社会的純生 

産物か暇界私的純生産物を超過するならぱ，競争のも 

とで'達成される産出量は，理想的産出量より小さいで 

f c ろう。 もし眼界社会的純生産物が限界私的純生産 

物より小さいならぱ，逆の結果になる。そ こ で Pigou  
は.こうした外部性を生み出している企業または個人 

を， "修正された見えざる手'，によって国民分配分を 

極大化する理想的生産に導く税， 補助金政策（諸朋 i  
を合む）を提案する。

このような彼の論理によれば， もし限界社会的純 

^^産物が限界 ^̂ 、的純生産物を超えるならば，それらを 

等しくし企業が理想的せねM量を生産するよう導く最 

適補助金がちり， もし限界社会的純生産物が服界私

的純生産物より小さ、ならば，それらを等しくする最(4 )
適税があるということになる。

こうしたP ig o u的方法を彼以後の多くの経济学者違 

は受け入れてきた。即ち，市 場 の "不完全さ"もしく 

は "失敗" は，何らかの政治的介入を通して個人の私 

的活動に制限を課すととによって取り除き得ると考え 

られてきた。

しかしながら，このP ig o u的伝統に従った理論的厚 

生経済学には決走的な誤りがある。それは，政治機棉 

における "不完全さ"の分析を含んでいないことにあ 

る。

P ig o u 力’;政治過程を通しての税，袖助金政筑を，そ 

の過©ほ休を吟味することなしに提案する時， 彼の 

—•つの侧而をもった人間 " （bifurcardその論理には( 5 )
m a n )力̂想定されていると考えざるを得ない。 即ち ,
個人は，T|/場活動と政治活励に参加する時，與なった 

励機に基づいて行動すると仮 'をされていることになる。 

個人は，市場においては己の効用極大イ匕をめざして

行動するが，政治過® にお い て は 社 会 的 意 識 （social 
consciousness) をもって行動するというのである

更に，限界条件に一致する最適な税，補助金を決定 

するためには，当局が前もって総ての企業の数用開数 , 
個人の選好 IMI数を知らなけれぱならない。 この時には 

思決定虫体は，社会的意識をもった人 fIJJであるぱか

りでなく，全知全能の神でなけれぱならなくなる。

ところが，民主主義的政治過程においては，市場へ 

の参加者と政治過程への參加者は， 自己の効用極大化 . 
を第一 [目標として行励する同一*の個人である。 とすれ 

ば，市場機構がもつと同様の欠陥を政治機あをももっと 

考えられる。

こうして市場における外部性問題を解決するために 

政治機構を考えるならば，我々は.政治機構のもっ問 

題点をも明らかにしなければ，分析は完結しない。そ 

して，もし政治過程がホ場機溝と同様のさまざまな 

ケ陷をもつということが明らかになるならば，前に述 

ベたように，市場機構に践しておくべき領域と政治機 

構を要請すべき領域との望まし、脑囲の決定という問 

題に直面する。 これは，二つの機構のもたらす費用の - 
比絞を必要とする。

そこで次に，P ig o u 的伝統に対する批判を跡づける . 
ことによって，そのもつ限界を明らかにし，後半で政 

治過© の "不完全さ" について論じることにする。

2 P ig o u 的伝統に対ナる批判 

1 9 6 9年の J, M, B u ch an a nの論文は，次のような文 

章で始まっている。

「この覚え書は，適正な税ある’レ、は補助金の賦課 

を通して外部性を内部化することを強調する応用 

経済学におけるP ig o u的伝統の破壊への絶えざる 

貢献の一つとして提示されてい(る。J 
この文章に端的に示されているように，60年代以降 

の外部性題の展開及び概念の精徽化は，常 に Pigou. 
的伝統への批判という形をとって進められてきたと言* 
つてよいであろう。

こうした批判は，大概，次の三つに分類することが 

できる。1 ) 費用の面からの批判，2 ) 技術的批判，3) 
私的交渡の可能性の存在の指摘による政府介入不要論。

1 ) 毅用の面からの批判は，P ig o u の議論には，政 

策を突行するための費用（情银，行政m m 力';含まれて

いないことを問题にする。彼らによれぱ，P ig o u 的伝(8、
統は， "費用を無視したパレート最適，，の违成をめざ

しているのであり，それは， もし非金銭的外部性が

注（4 )  Wellisz C77) pp. 359-360.
( 5 )  Buchanan〔15〕p. 23.
( 6 ) ちる捕の社会3^教者速は，こうした考えにA tdいて理想社会のMl設をみている，しかしこのような想足は現の 

政?ft過程に参加する個人の行励とは興なっていることはいうまでもない，

( 7 )  Buchanan〔19〕p. 174.
( 8 )  Mckean, Minasian

68(434)
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-び在することから生ずる社会的揽火-が . 政 衆 行 に 必

要な費用を超える楊合にのみ正統化されるにすぎない ( 9 )
ということになる。

2) I技術的批别者は，次のように主張する。技術的 

外部性には , 費 )« 関数に関して「分離可能」（separablo) 
な場合と r分離不可能J (non-separable)な場合とがあ■り， 

P ig o u 的政策は，前者の場合にのみ有効であるという。 

というのは，後者の場合には，個々の企業の費用閲数 

に！̂己の企業の産出量ばかりでなく， 他の企業の産 

,'ii S をもま数として含むので， 各企業の最適産出量 

(i腹格**stratcgy'0は， 他の企業によって週択される鹿

I丄1量 （戦略）に依存することになり， 先験的に均衡産 

lilfil:を決走することが不可能となる。

3 ) 私的交渉による解決の可能性を指摘する論者は, 
次のように-言う。 外部性がな在するということは， 

•■外部的影響を受ける侧A の狀態が，活動主体側B の 

状態を悪化させることなく改善されるよう活勘範回が 

修正されうる。J ということを意味するから， この場 

合には，私的交渉による解決が可能であり，税，補助 

金のような公-共政策は不必要となる。むしろ，外部性 

についての牡的交渉の機会が促進されることが望まし 

いということに.なる。

しかしこの譲論は，現実に存在する私的交渉を困 

灘にする多くの要囚を無視した仮定の上に成り立って 

いる。そこで，次にこうした私的交渉の失敗の原因を 

见てみよう。

3 私的交渉による解決の失敗 

私的交渉の失股の可能性として，次のような原®を 

举げることができる。 1) 紹合利潤の分配における利 

資{の相違， 2 ) 多人数の交淡に伴う困難， a ) 費用， 

b) "fi.ee rider", 3 ) 情報の不確実性， 4 ) カ圓係の 

相逸。

1 ) 各個別主体は，独立した個別的行動よりも大き 

な結合利潤が得ちれると予想する時，結合利潤の獲得 

には協力するが，その利潤の分配において利害の相違 

がある時には，交渉が成立しない可能性がある。

2 ) 多人数の交渉に伴う困難には，ニつの31由が考

えられる。一^^は費用による。即ち，閲速する主体の

数が多数の場合には，情報を集め， 1̂ 1発的一致をもた

らすための費用が，一致から得られる利益を超えてし (16) „
まう可能性がある。他の一'つは，いわゆる frcG rider"
による。これは，银団の構成員にとって，交渉の結ホ

からの利益は享受するが，解決のための費用の一部を

負担することを扼否することゼ、’彼らの利益になると

いうことに存す'る。時に， r-1分と関係する主体の数が

大きくなる程，その可能性は大きくなる。即ち，外部

性の減少からの使益の公共•財的性格が，社会にとって

必要な染合的行動の実現を阻害するのである。

3 ) 情報の不確実性。通常の私的交渉において，当 

事者が必要な総ての情報をもっているとは考えられな 

い。そこで. どちらも最きの提案をなし得ず，結局，

そうした誤った提案が交渉をだめにするかもしれない,

注（9 〉 M ckean〔49〕p. 65. '
( 1 0 )  D a v i s ,  W h i n s t o n 〔2の . 彼 ら は 後 の 論 文 ， D a v is ,  W h i n s t o n 〔2 5〕 で こ う し た tW報 の 不 確 尖 性 'を 0 避 す る た め に ， そ 

の よ う な 情 報 な し に 政 策 介 入 の 最 適 水 準 を ■い 出 す た め の 反 復 手 統 き （i t e r a t i v e  p r o c e d u r e )を 提 '岛 す る 。 し か し こ  

の 方 法 も 述 當 ゆ 川 を :̂ >义 ， 収 敛 ま で に 時 in]が か か り ， 更 に 当 事 者 か ら 正 ® :な 答 力 ;得 ら れ る 保 証 が な い と い う 問 題 点 が も  

る 。

(11) Buchanan, Stubblebine〔14〕p. 382.
(12) W dlisス〔77〕は，こうした私がJ变渉による一3をの可能性を強I調する經学名 'を *~近代保守厚^̂ 経讲学ポ_1(modern- 

old welfare econom ists)と呼び，私的交渉ゲーム諭め困難を伴うとして，その限界を衍摘している。

(13) \1\発的交渉による外部性の内部化のもう一*つの形態は，は)述Zt体同士の合 でる • •併によりliy速あ体は外部効果 

を考慮し結合利潤を極大化しようとするであろう。合による解決に伴う困難は，Davig, K am ien〔26〕に：摘され 

ている。

( 1 4 ) 以 上 P i g o u 的 伝 统 に 対 す る 俄 'ゥ か の 批 刺 を 見 て き た が ， 更 に P l o t t と B u c l i a m m の 批 判 を 举 げ る こ と が で き る 。 

P l o t t 〔5 7〕 は 外 部 性 力 *魂 生 す る 生 産 過 程 に 注 r J し P i g o u 的 政 嚴 の 有 効 性 の 阪 界 を 衍 摘 し B u c h a n a n 〔1 9；] は 市 場

構 造 と の 関 速 で 同 様 の 術 摘 を し て い る 。 .

ィ1 5 ) こ う し た " 協 力 ゲ ー ム ’ ’ に お け る 交 渉 の 旧 難 は ， L u « 3, K a i f f a 〔4 5 〕，B i s h o p 〔5 〕 ら に よ っ て 招 摘 さ れ て い る 。

(16) A rro w 〔2〕はこうした費川を"収引饥IIJ" (transaction c o s t )と呼び，これ.を "ホ場の央败’’ の原囚としている。 

D ein setz〔27〕も?{J勘における収引かのffi要性を強調している。

( 1 7 )  「も し 列 J|£か ら の 火 の 粉 に よ っ て 膨 響 を 受 け る 《人 の 農 夫 が い る な ら は ’， あ>る 農 夫 に と っ て 残 り の 廣 央 (れー 1) に 鉄  

遊 を )?'ズ収させ， そ の 交 渉 の が [圾 を 無 料 で ?JC受 す る こ と は 利 益 と な る 。J  W e l l i s z 〔7 7 〕 p. 3 5 4 .

<18) O lson〔52〕は公-共財とのI船 liで，この問励H やしく論じている。

—— 6 9 (̂ 35)
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また，互いに情報力':不完全なことを利用して，自分を 

有利にするための相手をだます戦略を用いるならば， 

交渉が最適であるという保証はない。

4 ) 力関係の相違。もし交渉過程で参加者が威嫩 

の戦略を用いるならぱ，交渡はだめになるかもしれな

い。ある参加者は，他の企業に時に害を与えるような , (.19)
産出量を生産するといって威嚇したり，全く交淡に參

加させないかもしれない。こうした威嚇の戦略が用い 

られるならば，たとえ交渉が行なわれたとしても， そ 

の結果は最適ではあり得ない。

以上. P i g o u的伝統に対して，その持つ意味を明ら 

かにし費用，技術的側®からその限界を指摘し更 

に，私的交渉による解かの可能性とそれを®難にする 

要因について述べてきたことの意味は，今や明らかで 

ある。

P ig o u 力過治的介入によって解決しようとした外部 

性は，もし交渉を胆害する旧難がなけれぱ，私的交 

渉によって効果的に内部化させることができる。 しか 

し交渉には極端に費用がかかり，先に指摘したよう 

な困難が伴う。そこで交渉による解決は，庚際には， 

不可能な場合が多い。

その時初めて，人々は何らかの政治的介入の必要性 

を認識する。

しかしながら，政府活動も多くの費用を要し，現実 

の民主主義的政治過程は幾つかの欠陥をもっている。

1て1発的交渉-は， もし成立すれば，結局は契約曲線

上，もしくは，パレ ' フロンティアに到達する。

けれども，政沿過程による解決は，必ずしもそうはな 

らない。実際の政治的調整は，完全なものからは程遠 

いものである。

こうして緒局，政治過程による解決よりも，むしろ, 
ある程度の交渉を当:ホて者に,課すことが返って望ましい 

ということになる可能性がある。あるいは，TfJ場に夕ト 

部性を残しておく力が，より効率的である場合が存在 

するかもしれない。

そこで初めに提起したように，我々は，力、なりの誤

りと非効率とをもつニつの手段（市場機偶と政沿機の 

間での費用の比較という問题にぶつかる。 それは， 

P ig o u のように， 不完全な手段（TI/場）と全知，仓理 

的 . 博愛的政府との比較ではなくて，不完全な手段間 

での比較である。

しかし，ここでm 耍なnij題は，現在これら二つの機 

構に存在する "不完全さ"を改善しうる余地がない 

のかどうかという1113题である。もしそうした改善が 

なされるならば，今日市場機構の解決に任されて、、る 

問題を，政治後構に移行させることが有利となるかも 

しれない（もちろん，逆の場仓もあり得るであろう）。そこ 

で，次に，政沿機構のもつ欠略と，その改善の可能性: 
を考えてみよう。

n i 政治過程の欠略と改善の可能性

政治学の伝統的な者え方にお、ては，政治機描は， 

市場のように単に構成員の選好を得るためのプロセス 

(processes)ではなく，何らかのより高い0 德をもつたではなく，何らかのより高い0 標をも ▲ (20)
独立の機構であると考えられていた。

しかし民主主義的政府は，その構成員に何かより 

高い価値を課そうとはしない。一般に，政治家は一度 

選ばれるならば，冉選されることを欲する。そのため. 
には，彼らは，投票者の選好に注意を払わなければな 

らない。そこで， 1̂ 己の効用を極大化したいと考える 

個人は，もしある活動を私的分野から政治的分町'に

移行したとしても，政府がそれ自身の選好を翦ゾC うと
(21)

はしないであろうと考えることができる。

それ故，我々は，民主的政治過程を，構成員の選好 

を社会的決定に変換するプロセスとしてとらえる。 し 

かし，その場合，市場における決足が，当事者全員の 

ほ発的同意を巡礎に成立するのに对し 政治的決定は,.
その公共財的性格により，必然的に何らかの強制の耍 

素を含むと考える。

以上の想定のもとに議論を確めていこう

注:ひ9 )  W e l i i s z 〔7 7〕 pp. 3 5 2 - 3 5 3 .

( 2 0 ) し か し 彼 ら の H うん?)い n 標 と は 一 休 何 で あ る か が 明 ら か で は な い し も し そ う し た H1標があるとしても， ふれが . 

どのようなメ力ニズムで :削り出されてくるのカゾ明らかにされなければならない。

( 2 1 )  D o w n s 〔2 9 〕，B r e t o n 〔9 〕 . D r c w n o w s k i 〔3 2 〕 は 個 人 の 逃 好 は j数 と は 独 立 の 旧 家 週 順 数 （s t a t e  p r e f e r e n c e  f u n c -  

u o n ) の :f /：在 を ! f ?摘 し て い る 。 し か し 彼 も ,!^^め る よ う に ’ こ の II線 週 r m 撒 は 柱 セ 義 ? i .会 に お い て は 何 ら か の 形 で  

ポ 個 人 C tlf M i〉の 逸 好 ( 政 ? (ミ に 対 す る jtlg好 を 合 む ）に よ ゥ て 股 》i Z さ れ て 、る と 考 え る と と が で き る 。 も ち ろ ん 現 ポ に け  

D o H i n a n 〔3 1 ：! も 述 べ て い る よ ラ に 個 人 の 激 T /-と 政 府 の 政 策 決 の | | ; j に は そ の j j y 述 を ポ め る 吸 が 存 在 す る 。

( 2 2 ) も し 総 て の 政 だ 1'め決ラ1；̂が全 1^\ーめのルールによらなけれぱならないとすれば，狄々はほとんどいかなる決 *にも律  

することができないであろう。 -
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市場機構と政治機構

1 民主的政治過程Iこおける個人

(1) 個人の行勘と公的決定

個々の個人は，市場で財を購入する時，自らの費用 

負担でその決定をする。それ故，彼は，自分にとって 

最善の選択をするため，最適量のエネルギーを用いる 

ように勘機づけられる。また，市場においては， r̂ i分 

の選択の誤りに対して，誰もその費用を負担してはく 

れない。

他方，民主的政治過程においては，ある一個人の投 

票が結渠に与える影響は非常に小さいので，も し そ  

の決定から得られると予想する彼の利得が，情報の費 

用よりも大きくなければ，情報を得るために費用を費 

やすことは，投票者の利益とならないであろう。また， 

個々の投票者は，自分の投票の誤りから彼る費用が小 

さいので，自分の投票が，適切になされたかどうかを 

知るために，情報を染める励機をほとんどもたな、、。

このような条件のもとでは，投票者が，正確な情報 

を得るための努力をするとは考えられない。とすれば, 
合理的な個人は，最適な選択をし得ないということに 

なる。こうした個人によってなされる政治的決定は, 
また，最適なものではあり得ない。

《2)政府間競等の導入

上のような'状況を緩和する一つの方法は，決定の分 

権化を図り，地方政府間に競争関係を作り出すことで 

ある。これは，提供される政府サービスに市民の注意 

を向ける有効な方法である。 どこに住むかを決定しよ 

うとしている個人は，各々の地域における政府サービ 

スや税が彼に与える個人的影響を考慮するであろう。 

即ち， 1:1らが望むサービスを得ることのできない投票 

者は，より大きな効fflを得るために，公共当局が彼の 

需要により反応、する他の地域に移動する。

こうして，どこに住むかを決定することによって政 

府 を "購入する" 時，個人は，自f 傅を買う時と同様 

の立場に置かれることになる。

しかし全く同じではなく，それ故問題が残る。そ 

の地城の政府は，消費者の数を極大化し利潤を追求 

している個人によって選出されるのではなく，投票市 

場を通じて多数の個人によって選出される。個人は， 

どの地域に住むかを注意深く考慮、する動機をもつが， 

一度そこに住んでしまえぱ，充分な思慮をもって投票 

しようとする動機はほとんどもたなくなってしまう。 

また，個人が直旧する代替物は，このように公共財に 

依存した方法で管理されているので，その地域が利潤 

追求企業である場合よりも"需要"に合わせようとす 

る傾向は旧いであろう。

このような政府間の競争市場を整えることは，公的 

問題に市民の関心を向けさせる一 '̂ ^の方法ではあるが， 

その有効性は暇られたものであろう。

( 3 ) 市場における選択と政治過程における投票 

市場において品物を購入する時，個人は，多くの異 

なった問題につ '̂ 、て直接決定を下すことができる。 1 
年間に我々がホ場で行なう決定の0 数は，莫大なもの 

となるであろう。一方，政治的局面に目を向けるなら 

ぱ，個々人は，はんの服られた数の決定をしているに 

すぎないことに気付くであろう。このことは，政治過 

程におV、て，自己の選好を!!?明する機会が制限される 

ことになるので，自己の選好を政策決定に反映させた 

いと考えている個人にとって，大きな非効率を意味す 

る。

こうした非効率を緩和する一'̂ ^の方法は，個人にと 

って投票が負担にならないような力法で，政治的選択 

の回数を増すことである。今日，我々が以前から引き 

続いて突施している投票方法は，確かに焼わしいもの 

であり，相当の費用を耍するものであるが，こうした 

不便さを霜;話システムやコンピューターシステムが収 

り除き得ないという理山はない。

もし，これが可能になれぱ，個々人は，自らの選好 

を明らかにする機会が増し政治的決定に影響を与え

注（23) Tullock f70) pp. 100-114.
(24) Arrow C23はこの節で説明したような個人の投票行動が，その個人にとっての!/V川と使益の比校によって決だされ 

るといS仮説'を疑n!J視する。 また，Wilson, Banfield〔80〕は，陪級と役票行動との哪ホについての类証的®f究を試み 

ている。更に，F r e y〔38〕は，所得水取と政}ft参加くとのI巧係を，a ) 投票に数やされる時叫の機会費iりと，b) 政沿沾 

動を成すのに川'^、る昨問の生産性というニつの要因によって説明しようと試みている。 ， ^
(25) ァメリカに_KLられるような大都市周辺地域における地域移励は，学校，公共施設のような政府サーヒスにお 

ける相違によづて?j !き起こされていると'者えられる。Tiebout C67)はこうした住K の地力政f綱の移励を「足による 

役嬰. (voting with one's feeり と呼び，人々はそうした移動によって各政府の公典Mに料する好を顯ホするとし〔 

いる。しかし彼のモデルには，化の移動に対して政府は、、かに対応して最適政ほを決定するかという政め過が含 

まれていない。
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Tir場機構と政治機偶

る可能性力■ 加する<
ところが，前述の情報の問題;^';このような方法のま 

施を困f i にすることが考えられ§)。

2 政治的外部性

"市場の失敗" の一因として，外部性の存在を主張 

する人々は，政治過程から生じる外部性には，はとん 

ど注意を払ってこなかった。

しか, ^ 我々は，市場におけると同様の意味で政沿

的外部性を考えることができる

この政治的外部性は，次の二つに分類することがで 

き- る。

1) 個人が同意しないことを政府が行なうという理 

山でホ民としての個人に課せられた損害。

2 ) 政府がその管IS区城外の人A に影響を与えるほ 

動を実行するか，実行することに失敗することから生 

ずる管轄区城外の人々の損害。

前者から見ていこう。

今，政治的決定が多数決ルールによってなされて1/、
ると考え( I )う。このルールの下では，当然多数者が少 

数者に勝つ。この場合，その決定が実行されれぱ，少

数者は，何らかの外部性を課される<
こうした外部性を減少させる一つの方法は，政治的 

管轄区域を小さくすることでる。高度に同質的な社 

'会において，多数決ルールは最も少な、政治的外部性 

を生み出す。一般に，政府単位が大きければ大きい程, 
ある個人にとって， lij己の選好を満足させられる可能 

性は小さくなると考えられる。言い換えるならば，最 

大の実際的政治的一致は，非常に小さな政洽的哲:轄区 

域を必要とするということになる。

ところが，一致は重要ではちるが，効率性を示す唯

一の指標ではない。規模の経済性を考磁に入れると. 
上の耍求と矛盾が生じることがある。

もし，公的座出物がかなりの媒摸の経済のもとでの 

み効率的に生産されるとするならぱ，多くの小さな管 

轄 i | i位は. 大きな単位のシステムよりも，公的産出物 

を生産するのにかなり高い費用を要する。

とのような場合，小さな政治取位の幾つかが，これ 

らのサ一ビスを供給するために協力することが考えら 

れる。 しかし小さな Iji位の数が増加するにつれて交 

渡問題が生じ，一致に連することが困難になる。

そこで一般に，他の?W tが等しいとすれば,規模の 

経済が大きけれぱ大きい程，最適政治的管轄区域は 

大きくなる。この結論は,一致のための耍諧と相反す 

る。

更に，2)の外部性を考慮すると問題は一層複雑にな 

る。この外部性は次のようにして発生する。ある管轄 

区城の政策によって影響を受ける人口が，その管糖区 

域の構成員より大きいならば，その政策は，境界を越 

えて他の管轄区域の構成員に外部性を課す。

この種の外部性の意味していることは，管轄区城が 

小さすぎて，影響を受ける総ての個人の相互作用を公 

典政策を形成する時に考處し得ないということである。 

こうして，公的意思決定は，これらの相互作用が調整 

さ ず ，あるいは無視されるならぱ，最適ではあり得 

ない。

それ故，この種の外部性の考慮から導かれる結論は 

次のようになる。 、

他の事情が等しければ，管轄区域は，その境界内の

総ての政策によって影響を受ける全人ロを食む程大き 

くなけれぱならない。

以上のように二つの政治的外部性を考慮し，規模の

注 ( 2 6 ) ァメリ力の幾つかの州で行なわれている住民投票も，多くの選択に必要な情報を投票者が充-分検討しうるかどうかが 

問題となっていることが指摘されてV 、る。

(27) Buchanan. T u llo ck〔13〕は，级•ft•的行動 (collective a c t io n )に件う数; |J (cost of social interdependence) として

意思決定’③川と政治的外部!/V川とを傘げ，これらの?もinと決走ルールの選択及び後な的行動の跪旧とのはj係'を論じてい
る。

(28) Buchanan, T u llockひ3〕は，多数決ルールは，社会的和冗依なか川とのホで決まる決定ルールの一つにすぎない

という。しれに対して，B au m ol〔4〕は，多数決ルールは，少数おの:!《>/制の機会を最小化することができるルールであ 
るという。

( 2 9 ) こうした多数決ルールは，各投票の選 0 ‘の谢さを示できないという欠陥をもっている。しかしもしホ:前に

収' (vote tr a d in g ) ,交 換 (exch ange)力W fされるならば，よりバレート最適の状態に近づくと；/まえられる。 Budi- 
anan, T u llock〔13)。

( 3 0 ) 公的決51!からの磐の施 laiと行政区域とを一致させるための幾つかの試みがなされている。例えば，ホlilj■村☆ひf.とか 

広域行政などはその例であろう。

( 3 1 ) ここでもう一つのim yなfiij題は，外部性の及ぶ飾WI (外延性の範i i f j )を明痛に画定し得な、ということであろう。例 

免ぱ，m i サービスをあえるならば，それがいか難であるか明らかであろう。
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市場機構と政治機構

経済性をも分析に含めるならぱ，最適政治的管轄区域 

の決定は非常に複雑なt{l腦となる。

結局，政治的管轄区域の最適性の評価は，次の三つ 

の墓準がどの程度満たされているかを検討することに 

よって成されなければならない。 a) 各管区域内で政 

治的外部性の最小化，

性の最小化，

b) 管轄区域間での政治的外部 

c ) 公的産出物供給費遊の最小化。

更に. 現実には,各々の問題ごとにこれらの座準に 

ウェイト付けをし，最適を決定しなけれぱならす£ い。 

それ故 "银権化，，や "分権化，’ のイデオロギーは，共 

に誤りであり，非劾率をもたらす。即ち，効率的な政 

治シスチムは，多くの管轄区跋とさまざまなレベルの

政府を必要と?■)さ

3 政治過程における利益集団の役割 

我々は，これまで政治過程における活動主体として， 

独立した "個人" を考えてきた。 しかし自己の効用 

極大イ匕を目的とする個人は，もし他の個人と協力し 

て染団を形成し，政治過程により大きな影響を与*免る 

ことによって， 集団を組織化するための費用（organi- 
zational c o s t )以上の利得か得られると子想する時，自 

発的にそうした集団を形成しようとする誘因をもつ。 

今日，高度に発展した資本主義諸国において，こうし 

て形成された集0 は，制度的明白性をもつようになっ 

たが，政治過程における特定の利益集団の活動やその 

重要性は，政府予算全体の大きさやその桃成と関連を 

もっている。政府活動の範回が非常に服定され，また, 
その活動が総ての個人や集団に一般的に敷響を与える 

ものに限られていた時代には，人々は，供®を組織し 

ようとする誘因をもたなかった。 しかし，公的部口の 

重要性が墙大しその拡大が構成員の各々なつた集 

団に違った影響を与えるようになるにつれて’政治的 

手段によって様々な利得を確保しようと，組織化のた 

めにより多くの資源を投資するようになった。 H い換 

えれば， る.特定の利益镇団の努力が政治過©から生

み出されてくる結果に招違をもたらすことができると 

いうことである。例えぱ，特足遊業保護，SI税優遇措 

置等，政府の政策の多くは，こうした努力の結をで 

ると考えられる。

こうして，田力® 体は，急、速に政治的意思決定過殺 

の一■部となった。

アメリカの政治学の伝統的な考え方は，これら圧力 

染団を社会の発展にffi要な役割を果たすものとして， 

その行動を受け人れ，賞貧してきた。こうした考え方 

は，いわゆる多元主義(pluralism) にその基礎を置くも 

のであり，その代表的論者として，J. R. Commons, A. 
F. Bentley, D. B. Truman, E. Latham 等を举げるこ 

とができる。彼らは次のように主張する。JE力集団は， 

民主主義の活力であり，政府の決定に影響を与える最 

も代表的で有効な力である。そして，結局，圧力猎団 

は互いに均衡し多くの集団の中のある特定の染0 に 

特に有利な結果をもたらしたり，社会の他の人々に不 

当にまを与えたりすることはないという。

しかし，こうした"集団理論家" の主張には，異な 

づた後団の多様性の無視と，その自発性，行動の社会 

的有用性について，過度の楽観主義が見られる。

確かに，強大なある利益集団が，その権利と固有の 

領域を許されないほど強弓Iに主張することに対して’ 
他の利益染0 が，自己を擁護するように行励する場合 

には，これらの利益集団は. 強者に対して弱者を，染 

団に対して個人を守る役割を果たすことができる。

けれども，こうした主張において見逃されているこ 

とは，組織されない多くの潜在的渠団の存在である。 

潜在的免団が存在する一つの理由は, 先に述べた"free 
rid er"によって説明される。もし，自発的組織が，外 

部性によって課せられた問題を解決するために形成さ 

れるならぱ，その組織化の費)15を魚担しなかった人も 

負担した人と同様の利益を得ることが出来るので，誰 

もその組織を支持する誘因を1̂ 発的に持たない。特に 

関速する人数が大きけれぱ，一層組織化されにくいと

法(32) Rothenbsrg〔60；) は 社 会 的 分 l̂ J標速成の極大化というiy準を含めて'̂ 、る。 、

(33) H ir sch〔4の p. 331.
(34) O lson〔52〕.
( 3 5 ) この節の初めの議論で政治的な管糖H域を小さくすることによゥてかなりの同:K性を得ることができると述べたが， 

もちろん，完全な同货性は終的に個人域位にまで分割しなけれぱ得られない。M bhanの分離拖設の譲論は，一致か 

得られな、、場合に他に外部性を課すことなしに，利宵の対立するグループの欲求をそれぞれ個別に満たそラとするもの 

である。それは価値観が多様化し禾IfttIの対立の激しい状況においては，強いて社会的想思決定を達成しようとするよ

. りも望ましい力法であろう。
( 3 6 ) 今日，我々が政府によって爽行されているtS励を1吟!Miするならぱ，はんの少欲の典型的公共財（政饿を含む）を除い 

て，そのはとんどは企人口に閲係するものではないことに気付く。
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(37)
とも指摘された。

潜在的雄団の存在の他の理hbは，ある人々は，組織 

化のための費用，力，政治的手腕を持っていないとい 

うことによる。とうした人々は， 、かに外部性によっ 

て大きな被害を受けていても，政治過程において有効 

な影響力をもち得ない。

しかも，大きな力をもった特権的利益集団は，いつ 

までも防衛的立場にとどまってはいない。彼らは，そ 

の力を背景に，次第に攻撃的性格をもつようになり， 

政府や他の集0 の力に対して限界を設定するのではな 

く，祭府の力を，自分自身の@的のために役立てよう(38)
とする。

こうして結局，政治過程は最も大きな組織的力をも

っ と つ て有利な方向に歪められてしまう可能 

性がある。 ，

民主主義社会には，このようなさまざまな諸利唐が 

不平等にしか考慮されないという形で現われる危除に 

対して，これを防御するための諸機関が既に存在する。 

それらは， 大 学 （学識経験者) ，栽判所，言論機関，そ 

の他の非政治的0 体等である。 しかし残念ながら，

今日これの機関が有効にその機能を果たしていると140)
は言い離い。

4 政洽過程における官僚

官{|^制は，今日，世界のあらゆる国において最も-重 

要な制度の一つとなっている。それは，各国の労働力 

の重要な部分に雇用の機会を提供し経済的，政治的, 
社会的，更には，道徳的生活を形作る重要な決定をし 

ている。

こうした状況にかかわらず，経済学者，政治学者は 

その理論の構築において官僚の行動を無視してきた。 

しかし，政治過®1そのものを問题にしている我々にと 

って，そこでの官僚の行動を挽討することは重要な意 

味をもつ。

A. D o w n sは，以上のような認識の上に，1す僚の意

思決走理論（theory of bureaucratic decision making) の 

描築を試みている。そこで，ここではD o w n sの記述

を追いながら，常位制のもつ問題点を考■えてみた、と 

思う。

まず，彼は，宜僚は利己心によって動機づけられて 

いるという基本的仮定を置く。その上で更に三つの仮 

定を設ける。 ’
1 ) 官僚は，服られた能力と情報費用とを与件とし 

て，可能な最も効率的な方法で合理的にほらの目的を 

達成することを求める。

2 ) 一般に彼らは，複雑なー鮮のロ標，権力，所得 , 
権威 . 安全，便宜，忠誠，卓越した仕事に対する誇り， 

公益に役立とうとする欲求等をもっている。

3 ) 総ての潜，局の内部溝造と行励は，外部環境と 

の相互作用と密接に関連している。

ここで言う還境とは，情報獲得の費用，意思決定者 

の能力，不確実性という三つの制約を^^[^う情況を意味 

する。

こうした環境の規定と， 先の三つの仮定とから， 

D ow nsは以下のような官僚に関する行動仮説を0 iき出 

す。

1 ) 官僚は，彼らが上司あるいは部下に伝えるI t  
報を否める。更にこれらの歪みは自己修正的で 

あるよりも，むしろ累糖的になる傾向がある。

2 ) 官僚はまた，彼らの上司から受けとる命令を 

連める。そして，これらの命令を分の利益に 

なるよう部下に伝える。

3 ) 余分な情報経路や階層の中問段階を迁回しよ 

うとi"-る。

4 ) 官僚は偏見の故に，単純でより保守的な効果 

の限定された不確実性の少ない政策を選択す.る 

傾向がある。

5 ) 総ての⑥，局は，階層的権力構造をもたねば 

ならない。

6 ) あ，局は変化を好まず情性で行動する。

7 ) 各お，m i その社会的機能とIM]速するある 

政策傾域に区切りを付け，それを守り，拡張し 

ようとする。

8) 民生主義において生み山された政府サービス 

の総量は:iA的に少なく，もし，総ての人がプ己全 

な情報をもっている場合とは質的に與なる。

9 ) 高度に同質的な目標をもっているあ',局を運 

常することは料おで数用も少なくてすむので，
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各省，局は描成員の同質性を高めようと怒力す 

る。

1 0 ) 省，局の高い階層の赏僚は. 個人的/<SA誠心を 

自分の部下の間での2£耍な特徴であると考えて 

いる。 1
1 1 ) あ，局は年を経るに従って，その組織的構造 

を維持することを目標とするようになり，徐々 

に情性にうようになり，その機能の範01を拡 

大することを学ぶ。

1 2 ) 者，局の成長率あるいは衰退率とその構成員 

の質とは密接に関連する。相対的に成長の遅L、 
あ' , 局は，変化に反対する保守主義者に支配さ 

れるようになる。

以上が D o w n sの挙げたTH*僚の行動仮説である。今， 

これらの仮説の妥当性を問わないとすれぱ，我々は，

そこに管僚制のもつ多くの不合理，あるいは非効率の 

原因を見い出すことができる。

こうした官惊機構のもつ不合理，非効率を改言する 

一つの方法は，最近，日本でも盛んに論議されている 

PPBS (Planning, Programming, and Budgeting System) 
である。P P B S は，目的と手段雨者の選択を解新的接 

近方法によって解決しようとする。即ち，P P B S は.
命意という政治的基準よりも，効:S 度や効率性という 

分析的！̂準を重視する。その目的を耍約すれば，次の 

ようになる。 目的の明確な設定，目的との関速におけ 

るプログラム• アウトプットの評伽，全システムの費 

用の測定，多年度プログラムの策定，代替的なプログ 

ラム設計の価値比較ならぴに政策. プログラム決定と 

予算編成過程の統合。 .
もちろん，このようなP P B Sの獎施には多くの困難 

が 蒋 在 す ま た ，民主主義社会においては，一致を 

無視した効率性墓準による決走が「よい」決定である 

とは-富えない。

しかし我々は，次の C. L. S ch u ltzeの言葉を想起 

する時，上の批判がP P B Sの有効性を減じるものでな 

いことを知る。

「何人もP P B Sが決定を行なうシステムであると 

考えていない。むしろ，P P B S は資任ある官史が 

決定を下すのを助けるひとつの手段である。 そ

れは，これら宵吏のすぐれた'判断，政治的英知な， 

らぴに指導力にとって代わる機1成的代川物ではな 

い。いま解決しなけれぱならないことは，どうす 

れぱP P B Sが政治過程にとって代わることができ 

るかということではなく，政治過l i iの中に PPBS 
をはめこんでいくことができる力、どうiy、、またど 

うすればそれができるかということである。J 
それは，一致を無視するのではなく，問題点を明ら 

かにし，判断の材料を提供し，一政をもたらす手段な 

のである。

官僚的意思決定に伸う非効率を減ずる他の方法は， 

地方政府のより広範な利用，即ち，分権化である。分 

権化によって一般の投票者と政府との蹈離が近くなり， 

地方政府の提供するサ一ビスも限られたものとなるの 

で，住民の選好するサービスを効卒的に供給しうる可 

能性が大きくなる。

I V 結

以上，我々は，後半で政'冶的意思決定過程が，かなり 

不完全で欠陥の多いものであることを明らかにしてき 

た。政治過程は，その決定までに莫大な費用（情報，時 

問，努力等をきむ）を要するぱかりでなく，不完全な人 

間による決定は，決して完全なものではちり得なL、こ 
とを知1った。

そこで，初めに提起された問題，即ち，費用の比較 

による市場機構と政治機構の選択という問題は，後者 

に著しく不利になる。政治機構は多くの欠陆をもって 

いるので，外部性を解決するための手段としては，あ 

まり適当ではないということである。 しかし，以上の 

分析からだけでは，二者択一的にどちらか一方を選択 

することはできない。どちらが外部性解決にとって優 

れているかという問題は，具体的事例ごとに実証的デ 

一タを驻に決定されなければならない。唯，ここでの 

分析が，そうした具体的問題にとり組むための乎掛り 

となれば，この小論の0 的は達成される。

A.E.R.
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〔付記〕 との小論をまとめるに当って，衍導E教授でもる加 

藤宽教授，並びに，ホrii情司先生に多くの有益な助言を 

ffれ、た，深く感謝するとともに，それらを充分生かせな 

かったことをf |jし訳なく思っている。
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